
（
右
条
約
の
英
文
）

令和元年月日 金曜日 (号外第号)官 報

議
定
書

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に
脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
ペ
イ

ン
王
国
と
の
間
の
条
約
（
以
下
「
条
約
」
と
い
う
。）の
署
名
に
当
た
り
、
日
本
国
及
び
ス
ペ
イ
ン
王
国
は
、
条
約
の
不

可
分
の
一
部
を
成
す
次
の
規
定
を
協
定
し
た
。

１

条
約
第
二
条
の
規
定
に
関
し
、
同
条
の
規
定
の
適
用
上
、
ス
ペ
イ
ン
に
つ
い
て
は
、
同
条
１
に
規
定
す
る
「
締
約

国
」
に
は
、
ス
ペ
イ
ン
の
自
治
州
及
び
自
治
都
市
を
含
む
。

２

条
約
の
規
定
は
、
租
税
回
避
又
は
脱
税
を
防
止
す
る
た
め
の
一
方
の
締
約
国
の
法
令
の
規
定
の
適
用
を
い
か
な
る

態
様
に
お
い
て
も
制
限
す
る
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
（
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
の
結
果
と
し
て
、
条
約
の

規
定
に
適
合
し
な
い
課
税
が
生
じ
な
い
場
合
に
限
る
。）が
了
解
さ
れ
る
。

３

条
約
の
規
定
は
、
次
の
⒜
又
は
⒝
の
規
定
（
そ
の
一
般
原
則
を
変
更
す
る
こ
と
な
く
随
時
行
わ
れ
る
改
正
の
後
の

も
の
を
含
む
。）の
適
用
を
制
限
す
る
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
が
了
解
さ
れ
る
。

⒜

日
本
国
に
つ
い
て
は
、
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
二
章
第
四
節
の
三
並
び
に

第
三
章
第
七
節
の
四
及
び
第
二
十
四
節

⒝

ス
ペ
イ
ン
に
つ
い
て
は
、
法
人
所
得
税
法
（
二
千
十
四
年
十
一
月
二
十
七
日
法
律
第
二
十
七
号
）
第
百
条

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
各
自
の
政
府
か
ら
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
議
定
書
に
署
名
し
た
。

二
千
十
八
年
十
月
十
六
日
に
マ
ド
リ
ー
ド
で
、
ひ
と
し
く
正
文
で
あ
る
日
本
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
及
び
英
語
に
よ
り
本

書
二
通
を
作
成
し
た
。
本
文
の
解
釈
に
相
違
が
あ
る
場
合
に
は
、
英
語
の
本
文
に
よ
り
解
決
す
る
。

日
本
国
の
た
め
に

安
倍
晋
三

ス
ペ
イ
ン
王
国
の
た
め
に

Ｐ
・
サ
ン
チ
ェ
ス

総
務
大
臣

石
田

真
敏

外
務
大
臣

河
野

太
郎

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三


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